



































































































































































カラーのキャリアを調査している。これによれば、ホワイトカラーはジェネラリスト的に異動していると 通念を覆し、大卒ホワイトカラーも、専門性を涵養するための異動をしているとされる。彼ら 「幅広い専門性」を備えており、それは、異なる専門領域間 飛び越えた異動では く、基本的には特定の専門領域の中での幅広い異動で
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身につくのである。例えば、商社の場合、各商品群が専門領域である。この商品群の中で、個別の商品を担当したり輸出入など異なる取引形態を担当したりするということである。また、一見すると専門領域を飛び越える異動も、個々人の核と る専門領域に習熟するため 異動であると指摘する。このように日本の大卒ホワイトカラーは専門性の獲得という目的をもって異動してい と結論付けられている。　
このような経営学における「知的熟練論」の影響を受け、近年、中央省庁における人事異動を技能形成と結び付


























う人事異動という現象を理解しようとす 場合 技能形成という観点からのみ分析し説明可能なことは、人事異動とい 現象の一側面に過ぎない可能性があると言えよう。言い換えると、先行研究は地方公務員の異動を適切に分析する視角を欠いているのである　
このように先行研究において、地方公務員の異動実態の研究が不足している要因には、まず、データの収集のコ























具体的には、条例案や予算案の提出権、議会の招集権、解散権が首長に与えられているのである。つまり、首長と議会、二つの代表機関の対立関係を想定しているものの、首長に対して非常に大きな権限を与える制度となっている。さらに、首長 執行機関として、自治体の行政を統括する包括的な権能を有している。上述 条例案、予算案の提出権や、規則制定権 職員 人事権 組織編成権などである。　
加えて、首長と議会の関係性も自治体の政治的環境要因として重要である。二元代表制下において、いかに首長














































府県は完全自治体になったにも関わらず 組織編成権に対して法的な制約が残存していたため、一九五六年に地方自治法の改正が行われ 標準局部制がと れることとなった。その結果、都道府県を人口段階別に類型化し、それぞれに対応する形で設置部と各部の所掌事務が示され、これに準じて各都道府県が組織編成 条例で定めることができるようになった。しかしながら、 の増設に関しては内閣総理大臣との事前協議制であったため、実際の都道府県組織の編成を見れば、画一的であり依然強い統制のもとにあった。　
このような組織編成権への統制は都道府県 自治権への侵害であるため、統制が徐々 緩和されていく。一九九












的な措置を経て、一九四六年に総合的な機構改革が行われ知事官房と八部が設置された。一九四七年には地方自治法が制定され、県が行うべき業務が明示された。あわせて、占領期であったた 、軍政部から要請を受け遂行すべき業務も存在した。これら業務を効率的に遂行 べく、業務に応じて部局が新設され め、急速に組織が肥大化した。　
一九五〇年代初頭には、肥大化した県組織の整理統合が試 。一九五一年から一九五二年にかけて、まず、







を総務部に分掌させた。 「林務部」と「農地経済部」を統合 「農林部」 新設し　
一九五〇年代初頭から半ばにかけて、部レベルの組織が整理され、一九五七年の機構改革で法定の六部制に準拠






























対策懇談会の答申を受け、保健・福祉行政の一体化、および商工・労働行政の一体化を行ったものである。具体的には、旧環境保健部の環境行政を担当している部署を、地域振興部へ移管し、民生労働部の福祉行政を担当している部署を分離し、旧環境保健部の医療・保健行政を担当している部署と統合して 保健福祉 とした。また旧民生労働部の労働行政を担当している 署を商工部と統合し、商工労働部とした。　
一九九八年には、地域振興 と企画部が再編され、企画振興部と生活環境部が設置された。企画振興部には、市
町村課、国際交流課などを移管し、地方分権など、重点項目が企画業務と効率的に連動するための体制を構築また、旧地域振興 から県民生活に直接かかわる 分野を分離し、生活環境部とした。加えて、国体準備のために、国体準備局を設置した。二〇〇五年には、九か所ある地方振興局を三か所の県民局および、六か所の支局に再編する機構改革が行われた。また、六か所の支局は、地方振興局体制から県民局体制へ過渡期的に対応するため組織であり 現在では、支局は六 所の地域事務所に再編されている。　
以上まとめると、岡山県組織は、まず戦時体制からの転換および、完全自治体となったこ による事務量の増加


































知事官房 知事室 知事室 知事室 知事室 知事室 知事室 総合政策局
国体準備局 国体準備局
内務部 総務部 総務部 総務部 総務部 総務部 総務部 総務部 総務部 総務部 総務部 総務部 総務部
警察部 弘報局 企画広報室 企画部 企画部 企画部 企画部 企画部 企画部 企画振興部 企画振興部 県民生活部
企画室 県民生活部 地域振興部 地域振興部 地域振興部 生活環境部 生活環境部 環境文化部
青少年対策室
環境部 環境部 環境保健部 環境保健部 保健福祉部 保健福祉部 保健福祉部 保健福祉部
衛生部 衛生部 衛生部 衛生部 衛生部 衛生部 衛生部
民生部 民生部 民生労働部 民生労働部 民生労働部 民生労働部 民生労働部 民生労働部 民生労働部 商工労働部 商工労働部 産業労働部 産業労働部
教育部 労働部 同和対策室
経済部 商工部 商工部 商工部 商工部 商工部 商工部 商工部 商工部
農地部 経済部 農地経済部 農林部 農林部 農林部 農林部 農林部 農林部 農林部 農林水産部 農林水産部 農林水産部
林務部 林務部
農地部
土木部 土木部 土木部 土木部 土木部 土木部 土木部 土木部 土木部 土木部 土木部 土木部 土木部
出納事務局 出納局 出納局 出納局 出納局 出納局 出納局 出納局 出納局 出納局 出納局 出納局
































官僚が出向している。特に石井県政下では、本田茂伸が一九九八年、黒崎一秀が一九九九年に総務部長となった時期を除けば継続 旧自治官僚の出向を受け入れている。任期も二～三年で 定であるため旧自治官僚 人事システムに組み込まれ、半ば制度化 いるものと思わ る。　
第三に、保健福祉部長のポストである。このポストは一貫して旧厚生省の医系技官の出向を受け入れている。出


















































































副知事 総務部 保健福祉部 土木部










1111（H（1） 山口勝己（自治） 安田　充（自治） 中林圭一（厚生） 森永教夫（建設）





1111（H（1） 大西珠枝（文部） 西藤公司（自治） 宇都宮啓（厚生） 山中義之（建設）
1111（H（1） 大西珠枝（文部） 前田一浩（自治） 宇都宮啓（厚生） 山中義之（建設）





1117（H（9） 山口裕視（運輸） 堀井　巌（自治） 田原克志（厚生） 藤井元生（建設）
1118（H11） 山口裕視（運輸） 堀井　巌（自治） 田原克志（厚生） 藤井元生（建設）
1119（H1（） 小川康則（自治） 神ノ田昌博（厚生） 大塚俊介（建設）
11（1（H11） 小川康則（自治） 神ノ田昌博（厚生） 大塚俊介（建設）

















な人事介入を行うことは少なく、介入を行う職員 範囲も限定的であろう。具体的には、知事が直接的に人事に介入する職員の範囲は、介入す 場合であっても、部長級の幹部職員程度 範囲を考えるのが妥当で ろう。　
そこで、対象時期を石井県政下に限定する理由は、政治的な要因を統制し、行政の論理が反映された人事異動を




























































































































動の比率は、概ね、同 内異動を示す主対角線上セルの同一 率に次いで高く っている。これから総務部門への異動が活発に行われていることを示唆している。　
第四に、保健福祉・農林水産・土木の三つの部門（事業部門）へと流入する割合が低いということである。住民









したがって、分析対象者の異動の全体の傾向を大まかに把握するにはこの表で十分であろう。しかし、人事異動を主導する組織の側からして、各人を入庁から退職まで全く同じ目的で異動させていると想定することはできないであろう。このことを各人の側からみれば、各人が 同じ基準で評価をされている訳ではないであろう キャリアの段階に応じて評価されている能力が異なる可能性があるということ ある。このようにキャリアの各段階において異動の目的が異なるのな ば、異動の構造も異なるであろう。　
そこで、四における計量分析では、この点も考慮して、分析対象者のキャリアデータを入庁から一〇年ごとに分
割して統合異動表を作成する。実際に計量分析を行う は この一〇年ごとに分割して作成した表であ 。ここで、一〇年ごとに分割したキャリアの各段階と 対象の職位と 対応関係を確認してお 。第一に、入庁から一〇年目までのキャリアの段階は、主任へと昇進するまでの時期に該当する。分析対象者は概ね、入庁 〇年目前後に主任へと昇進している。第二に、入庁一一年目から二〇年目までのキャリアの段階は、係長へと昇進するま の時期ある。分析対象者は、こ キャリアの段階の中盤以降、係長へと昇進している。第三に、入庁二一年目から三〇年目までのキャリア 段階では、 析対象者は課長へと昇進している。第四に、入庁三一年目以降のキャリアの段階において、分析対象者は主管課長級の職から次長級 職へ 、さらに部長級 職へと昇進していく。
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表3-4　統合異動表 ( 全キャリア )
異動先
（ 1 1 1 1 1 7




























































































































































通り、データに基づく実証的な人事異動の実態分析の過少と、少ないながらも存在する先行研究が抱える方法論的な課題を乗り越え、各部門間における異動の連関の強さを統計的に検証することである。一方で、集計データを分析し、何らかの異動の傾向を見出したとしても、各人 異動 傾向が大きく異 っていれば、それは組織全体の異動の傾向とは言えないであろう。　
そこで、本稿では、以下の手順で分析を行うこととする。まず、分析対象者個々人の異動に関するデータに対し


















ることもあれば、個人の能力 ほど考慮せず、組織全体 人的資源配置を優先して異動 させ 場合もあ 。したがって、人事異動の結果を従属変数とし、ある事象を、人事異動の原因である独立変数であるとしてモデル化し、クリアな因果関係の主張や、正確な因果効果の推定をすることは困難である。　
第三に、人事異動の構造を把握する際には、各部門間において実際にどの程度の異動が生じたのかということだ






















の学歴を正確に把握することが出来ていないが、在職年数などから学歴を推測することは可能である。学歴を推測した場合、高卒者と考えられる者の多くは、採用時期を三期に分けたうちの一期目に概ね集中している。このように学歴の違いがあると考えられ もの 、各期で異動の傾向に大き 違いは見られない。各期の分析対象者の異動回数の平均は約一八回であり、経験部門数は約五回 大きな差はない。また、経験部門数の平均は約五部門が、入庁から退職までの在職期間のうち、上位 三部門の在籍期間の割合も各期で大きな違いはない。つまり、分析対象者は五部門程度を経験す もの 、実際にキャリアの核となるの 部門程度 あり、経験して る五部門すべてを均等に異動している訳ではないことが明らかになった。　
次に、分析対象者個々人の異動の傾向が採用の年代によらず共通していることを統計的に確認するために、一元















































三木行治県政　n ＝ 11 （7.719 1.871 81.19（
加藤武徳県政　n ＝ 11 （7.111 1.1（1 81.879
長野士郎県政　n ＝ 11 （8.117 1.（17 81.119
分散分析 1.719 1.971 1.911
出所）筆者作成
注）下段は分散分析の結果 (F 統計量 ) を示している。
　　***は1% 水準、**は5% 水準、* は 10% 水準でそれぞれ有意を示す。
　　しかしながら、本分析では有意差がないため記載していない。
三七四
カテゴリー構成） 、異動元変数（七部門構成） 、異動先変数（七部門構成）の三変数で構成され、四×七×七のセルをもつ三重クロス表である。二重のクロス表で、かつ さほどセルの数も多くなければ、クロス表の分析のみで一定の分析が可能である。ところが、人間の認知能力には自ずと限界があるため、多重クロス表を眺めるだけでは、適切に全体の傾向を導き出すことは難しい。直観的なクロス表の分析だけでは、いきおい観察者にとって都合のよい数値にのみ注目して、自らが既に持っている結論に適合するようにデータを解釈することになりかねない。そこで、ログリニア分析 モデル選択を通じて、多重クロス表の傾向を適切 把握することに努める。　
第二に、単純なクロス表分析では、周辺分布が統制できないということである。統合異動表に基づいた分析では

























































































モデル G2 df p AIC
モデル （ A+B+C 937.678 180 0.000 577.678
モデル 1 A+B+C+[（（+11+11+11+11+11+77]（時点間変化なし） 344.905 173 0.000 -（.095
モデル 1 AB+AC+[（（+11+11+11+11+11+77]（時点間変化なし） 174.745 137 0.016 -99.255




















さはキャリアの段階によって異なるという とである。　（２） 同部門内異動連関パラメータの推定　統合異動表では、概ね同部門内異動を表すセ の異動数が多く、特に総務部門から総務部門への異動の多さが目










































































第三段階で流入させた人的資源を、企画部門内で異動をさせる傾向があると言えよう。そ キャリアの最終段階においては、連関パラメータ 値が大きく低下して〇 近づいている。企画部門では、特にキャリアの中期段階において重点的に同部門内で異動させる傾向が見て取れよう。　
最後に③のその他の部門における部門内異動の連関パラメータは、徐々に低下していくものの、総務部門、企画
部門と比べて高い値を示している。周辺分布を統制してなお観察される高 連関パラメータの値 部門間の純粋な連関の強さを表して る。 たがって、このような傾向は、その他の事業系 部門においては、一旦事業系部門へと異動する 、比較的同じ部門内 異動を繰り返す傾向が強 るとい こと 示している。　
第二に、部門内異動の連関パラメータの値は、キャリアの段階が進行するにしたがって低下するということであ






















だし、その同部門内で異動する傾向の強さは、入庁してからのキャリアの段階、および、部門によって異なる。全体的な傾向としては、まず、キャリアの初期の段階（入庁～入庁一〇年目まで）には、同部門内異動の割合が他のキャリアの段階に比べ相対的に高い。次に、キャリアの中期の段階（入庁一一年目～入庁三〇年目まで）では、同部門内での異動を基本としながらも 入庁三一年目以降のキャリアの最終段階においては、異動の構造に特定 パターンを見出すことが困難になる。個別の部門を見ると、総務部門では一貫して部門内で異動する傾向が弱く、企画部門では、 中期の段階、その他 事業系部門では、キャリア 初期段階で部門内 を繰り返す傾向が強く、徐々に部門内異動をする傾向が弱くなる であ 。　
それでは、本稿で明らかになった、県庁幹部職員が一定 幅を持って、同一部門内の異動を繰り返す傾向にある







務員の人事異動を説明することには大きな限界があるということである。さらに言えば、幹部職員の異動を分析する場合、技能形成という分析視角で説明しうることは まり多くはないと思われるということである。例えば、析対象者各人が、不連続ではあるが一定の幅の中で異動をす 傾向にあるのは、こ までに経験した 署を勘案し異動に伴って発生する新規に業務を学習するコストを軽減する試みであると解釈す とも十分に可能 ろうし、事実そのような側面も当然にある あろう。　
しかしながら、筆者が本稿のデータ収集に付随して収集した、総務部税務課の管理職員（税務副課長、税務課長
代理、税務参事）のキャリアパスデータを見ると、前二者 キャリアパスには税務に偏った異動は見られなかったものの、税務参事に関しては、キャリアのほ んど 税務関係 部署で異動してい のである。これ 、専門性の蓄積にも配慮した人 が地方公 組織 おいても行われていること 示唆 。これらを踏まえ 得れる含意として 第二に、地方自治体の組織において、 「複線型人事」が行われてい 可能性が示唆されよう　
このように、組織的管理のために、制度的改革により導入が推奨されている制度が持つ機能と重複するかのよう



























































































・加藤一明・加藤芳 ・渡辺保男（ 九七三） 『現代の地方自治』東京大学出版会
　




































































・松尾孝一（二〇〇 ） 「地方公務員の初期キャリア管理―政令指定都市Ａ市の大卒事務職員の事例から―」 『青山経済論集』
第五四巻第三号、四三～八一頁
　





































































































































































































































































































る。しかしながら、このような変化それ自体が重要な研究のテーマとなろ 。本稿の目的から、組織の大括り化に伴い多少のバイアス 生じたとしても、これを自覚したうえで、組織の統一的 コーディングを施すこ が必要である。
（
30）　




















































































内田（二〇〇九）は、従来の経営学における「知的熟練論」において説明が難しい各 のキャリアの不連続性 、 「差異
三九一
自治体における人事異動の実証分析

（都法五十六
-
二）
認識による類推学習」を促し、マネジメント能力を涵養するものと解釈している。本稿では内田のように詳細な聞き取りを行っていないため、この論点に触れることが出来ないが、マネジメント層に達した者に、過去を振り返る形で聞き取りがされているため、実際に「差異認識による類推学習」の過程であったか判然としない。
（
42）　
 M
oe （
2013:chap28 ）は、
 政治家には、常に行政組織を自らの利益に資するように設計するインセンティブがあるため、
「官僚組織は完全に政治的である」と主張する。
（
43）　
 従来の人事の枠組みに対して、オルタナティブを提示しようと試みた研究として、田邊（一九九三）を参照。
